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本日の内容 

１． 世界では何がいま、問題なのか－SDGs 

２． 世界全体のICT動向を数字で見ると。。。 

３． 携帯電話は途上国の未来を一変させようとしている 

４． 例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ 

５． 世界はこの状況をどのように見ているか 

６． どのような日本の技術やサービスが開発途上国で求められているか 

７． JICA事業の紹介 
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１． 世界では何がいま、問題なのか－SDGs 
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１．世界では何がいま、問題なのか（１） -SDGs 4 

 2015年9月国連で採択、先進国を含む世界共通の目標。 
 経済・社会・環境の３側面を重視した持続可能な社会の実現に向けた目標 
 17目標（ゴール）、169ターゲットで表現。 
 グローバルに、政府、企業、市民社会の連携の重要性を強調。 
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携帯電話網の下にいても。。。 

 

 いまだに安全な飲料水へのアクセスがない 2.62億人 

 

 いまだに電気へのアクセスがない 6.43億人 

 

 いまだに安全な公衆衛生へのアクセスがない 18億人 

出生時登録率は。。。 

 

 南アジアでわずか 39％ 

  

 アフリカ全体でわずか 44％ 

１．世界では何がいま、問題なのか（２） -SDGs 



WHO . (2016) Preventing Disease Through Healthy Environments.   

http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/204585/1/9789241565196_eng.pdf?ua=1 

    アジアの生活習慣病は死因第一位 

SDGs ターゲット3.6  
2020年までに、道路交通事故の 
死傷者を半減させる 

 

世界中で2030年には 
交通事故はHIV/AIDS 
よりも大きな死因に 

地域別の死因 
（2010年、2012年） 

世界の死因 
（2030年までの予測） 

6 １．世界では何がいま、問題なのか（３） -SDGs 



Source: http://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Documents/facts/ICTFactsFigures2015.pdf 

いまだに【40億人以上】がインターネットにつながっておらず、 
その殆どが開発途上国に偏在している。 

１．世界では何がいま、問題なのか（４） -SDGs 7 



２．世界全体のICT動向を数字で見ると。。。 
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■ 途上国の携帯電話加入率（契約件数総人口比）は100％に近づいた。 

□ 途上国での携帯電話経由ブロードバンド（BB）接続率は2010年頃から急上昇中 

     （スマホの世界的普及トレンドとほぼ一致）。 

■ 携帯電話BBにより途上国は先進国と同じ情報を入手し、途上国独自のユニークな 

   携帯電話経由ネットサービスが続々と生まれている。 

9 ２．世界全体のICT動向を数字で見ると。。。（１） 



10 ２．世界全体のICT動向を数字で見ると。。。（２） 



11 ２．世界全体のICT動向を数字で見ると。。。（３） 



３．携帯電話は途上国の未来を一変させようとしている 
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アフリカではモバイル経由送金が
300億ドル市場にまで成長してい
る 

Uber型バイクタクシー「GOJEK」は 

渋滞の激しいジャカルタで 

課題解決の新たなサービスとして 

中間層に大人気である 

⇒ ルワンダでも類似が登場 

13 ３．携帯電話は途上国の未来を一変させようとしている（１） 



４．例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ 
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http://www.safemotos.com/ 
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https://www.theguardian.com/global-development/2015/dec/28/safemotos-rwanda-motorbike-taxis-road-safety 

４．例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ（１） 



‘Ms. Geek（オタク）’ コンテスト 
2014年よりルワンダ国内で開催されている「最もGEEKな女子」コンテスト。 
2016年は全国から130名のGEEKな女子が、オリジナル・アイディアを応募。 
 

2016年優勝は「Ivomerere（自動灌漑）」と名付けられた、ユニークな自動灌漑システム 
農地の土壌に簡易センサーを設置し、土壌中水分を常時測定する。水分が基準値から不足すると
システムに指令が行き、水ポンプが自動的に作動して農地へ水が灌漑供給される。十分な水分量
に達するとセンサーが感知し、システム経由で水ポンプに停止命令を出す。 
農民は、今まで朝昼晩と耕作地に水分チェックをしに行っていたが、1日1回くらいのチェックで済む。 
 
22歳の公立Kepler大学経営学部に通うMs.Rosine Mwisenezaが考案。 
賞金（200万ルワンダフラン≒27.5万円）および賞品（ノートPC、サムソン携帯電話、iPad Air）を獲得。 

Source: http://www.newtimes.co.rw/section/article/2016-05-01/199462/ 

Agriculture x ICT in Rwanda 
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https://www.youtube.com/watch?v=LAzYPN43JYo 

４．例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ（２） 



物流トラック追跡システム「Quick Ride」 

落し物捜索システム「Lost & Found」 

プロパンガス交換サービスシステム「Safe Gas」 

FabLab Rwanda 

17 ４．例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ（３） 



http://www.mizuho-ir.co.jp/company/release/2016/globalagri0209.html 

Japan and Rwanda x ICT 

http://www.rexvirt.com/ 
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神戸市長とICTベンチャー企業のルワンダミッション（5月） 

４．例えば、アフリカのICT先進国 － ルワンダ（４） 



５．世界はこの状況をどのように見ているか 
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WDR 2016 “Digital Dividends” 
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● デジタル技術は途上国の間で急速に普及しつつあるが、成長の 

加速、雇用拡大、公共サービス改善といった恩恵は期待されたほど 

はもたらされておらず、世界人口の60％が今なお、拡大を続ける 

デジタル経済から取り残されている。 
 

○ デジタル化の恩恵を社会のあらゆる層が享受するためには、 

各国が、ビジネス環境の改善、教育や保健への投資、そして健全な 

ガバナンスの促進を図ることが重要。 
 

● アフリカ東部では、成人の40％以上が光熱費の支払いに携帯 

電話を活用。中国では、800万人に上る起業家（うち1/3は女性）が、 

オンライン上で商品を全国に販売、120カ国に輸出している。インド 

では、5年間で10億人近い人々に独自のデジタル認証が提供され、 

公共サービスへのアクセス向上と腐敗削減に貢献した。 
 

○ デジタル技術普及に向けた戦略は、情報通信技術（ICT）に関 

する戦略よりもはるかに幅広いものでなければならない。 

新たなデジタル化の時代が開発にもたらすであろう効果を余すことなく実現するための行動提唱： 
（１）手頃な価格のオープンかつ安全なインターネットへのアクセス普及により、情報格差を解消すること、 

（２）デジタル化がもたらす企業間競争を排除しないよう規制を強化し、新たな経済の求めるデジタル機器 

の使い方を労働者に習得させると共に、デジタル社会における説明責任を果たせる制度を構築すること。 

Analog Complements to Digital Investments. 「デジタル投資に対するアナログ型補完措置」 

出所： The World Bank Group 

５．世界はこの状況をどのように見ているか（１） 



米国「Global Connect」 

http://www.state.gov/r/pa/prs/ps/2015/09/247374.htm 

https://share.america.gov/globalconnect/ 

2015年9月 国連総会にて米国務省が提唱 

『2020年までに15億人にネットの恩恵を』 
 

2016年4月 米国務省・世銀がハイレベルで 

『Global Connect Initiative』会議を開催 

21 ５．世界はこの状況をどのように見ているか（２） 



G7 情報通信大臣会合等    

  （2016年日本、2017年イタリア） 

(1) 新たなICTがもたらすイノベーションや経済成長 

•ICTを通じたイノベーションを創出のための「IoT推進の官民イニシアティブ」国際連携推進。 

•AIネットワーク化が社会経済に与える影響の分析を国際連携を通じて実施。 

 

(2) 情報の自由な流通とサイバーセキュリティ 

•情報の自由な流通を阻害するようなデータローカライゼーションの要求への反対一致。 

•ICTのテロや犯罪への悪用に対し、強く反対で一致。 

•サイバー攻撃傾向の分析技術に関する研究、サイバーリスク把握指標の活用取組推進。 

 

(3) ICTによる地球規模課題の解決 

•2020年までに世界中で新たに15億人をインターネットに接続可能とすることを目指す。 

•質の高いICTインフラの構築を推進に関する連携可能性。 

•高齢化社会や防災など、ICTの活用を推進し、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」 
実現への寄与を確認。 

22 ５．世界はこの状況をどのように見ているか（３） 



https://www.weforum.org/global-challenges/projects/internet-for-all/ 

WEF: Internet for All 

23 ５．世界はこの状況をどのように見ているか（４） 



【残された40億人】へIT企業がネット接続インフラを無料提供し始めている 

Internet.orgは、Facebookが進めているインターネットアクセスがない世界の3分の2

にインターネットを提供することを目標として集まったテクノロジー企業、非営利団
体、地域コミュニティなどによるイニシアチブ 

http://jp.techcrunch.com/2015/11/26/20151124facebooks-internet-org-now-available-throughout-india/ 
（2015年11月26日） http://www.cnn.co.jp/tech/35071582.html（2015年10月7日） 

(1)Facebook：インターネット中継 

ソーラー・ドローン「Aquila」   

Facebookは太陽光エネルギーで駆動する巨大ドローンを

使って上空から無線インターネットを供給する事業に着手し
ている（New York Times、2015年3月26日） 
http://www.nytimes.com/2015/03/26/technology/drones-beaming-web-
access-are-in-the-stars-for-facebook.html?_r=0 

(3) Google： Project Loon 
高速回線LTEを持つワイヤレス接続技術を搭載した大型風
船によりインターネット接続サービスを提供。 
スリランカ全土をカバーするインターネット網構築を開始 
http://jp.techcrunch.com/2015/07/30/20150729not-so-loony-now-is-it/ 
（2015年7月30日） 

(2) Internet.org（Facebook)：無料インターネット接続アプリ配布 

５．世界はこの状況をどのように見ているか（５） 24 



６．どのような日本の技術やサービスが 

            開発途上国で求められているか 
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●マラウイ<UNICEF> 
ドローンを用いた 
迅速なHIV検査 
出典：UNICEF 

●バングラデシュ<JICA＞ 
ロボットカメラで 
橋梁維持管理の点検 

●日本 
東日本大震災の災害 
情報システム 
オープンソフトウェア 
（ケニアで開発） 
出典：sinsai.info 

６．どのような日本の技術やサービスが開発途上国で求められているか（１） 

●ザンビア<JICA> 
ドローンを用いた保健医療分野の 
新物流インフラ(エアロセンス社） 
※JICA民間技術普及促進事業実施中 
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SDGs11.2 女性、子ども、障害者及び高齢者のニーズに特に配慮し、 
公共交通機関の拡大など・・、安全かつ安価で容易に利用できる・・アクセスを提供。 

SDGs11.1 すべての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保・・。 

通勤時間を短縮、安価で
移動できる地下鉄（トン
ネル、車両、地下街） 

渋滞を解消する 
バスの運行支援 
（ラオス・イーグル

バス） 

質の高い住宅の提供 
（ベトナム・東急） 

ゴミを減らす3R（イン

ド・JFE 
エンジニアリング・横浜市） 

老朽下水管を壊さずに更生 
（ベトナム・積水化学・大阪市） 

路上駐車を減らし 
道路を増やす駐車場 
（トルコ・富士変速機） 

女性に優しい 
バスカード 

（バングラデシュ・
Felica） 

出典：東急電鉄ホームページ 

出典：富士変速機ホームページ 

６．どのような日本の技術やサービスが開発途上国で求められているか（２） 27 



７．JICA事業の紹介 
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ルワンダ国：ICTイノベーションエコシステム強化プロジェクト  

案件背景、概要 
 ルワンダは、「ICT（情報通信技術）立国」を標榜
し、国家目標「VISION 2020」ではICTはルワンダの成
長を促進する産業であると共に、全てのセクターの発
展を支援する重要なツールとして位置付けられている。 
「第四期国家ICT戦略計画(Smart Rwanda Master 
Plan；SRMP)」（2016-2020）では、デジタル経済発展
及びICTを重要輸出産業へと成長、及びICT利活用を通
じた他セクター開発への貢献が目標とされており、イ
ノベーション環境促進を通じたSRMP支援のためのプロ
ジェクトを実施予定。 
 
・援助形態：技術協力 
・協力期間：2017年-2020年 
 
プロジェクト目標 
 ルワンダにおけるICTを利活用したイノベーション
活動が体系的に整備され、SRMPの実施が促進される。 
 
成果 
1. 創造的なICT活用の促進（インキュベーション） 
2. 政策枠組みの改善 
3. ルワンダ国内企業と日本企業の関係が強化 
4. 創造的なICT活用事例のルワンダ及びルワンダ国外へ
の発信能力の強化 

案件のインパクト 
 イノベーションを促進するためのヒト・モノ・カ

ネが有機的に連携するエコシステムを一層強化エ
コシステムの強化支援という取り組み 

 Smart AfricaやNCTAを通じた知識・経験の効果
的・効率的な共有を通じた、アフリカ全体への貢
献 

 ルワンダ側での取組に合わせ「他セクター×ICT」
の事例創出 

SMART RWANDA MASTER PLAN 
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インドネシア国：サイバーセキュリティ能力向上 

案件背景、概要 
 インドネシア国政府は2007年には通信情報省傘下に
ナショナルCERTを設け、さらに2012年には同省内の情
報セキュリティ担当部門下にGovernment Certを設け
るなど、自国における情報セリュリティレベルの向上
を図っている。しかしながら、同国を踏み台とした
ASEAN諸国へのサイバー攻撃やASEAN諸国から同国への
サイバー攻撃は多く、十分な対策が出来ているとは言
えない。このため、同分野における経験や技術レベル
の優れている我が国からの支援を要請。 
 
・援助形態：技術協力 
・協力期間：2014年7月～2017年1月 
（後続案件実施予定） 
 
プロジェクト目標 
 インドネシア情報通信省の情報セキュリティ対策実
施能力の向上 
 
成果 
1. 情報セキュリティ局の機能強化 

（ISMS認定組織整備、技術研修（ASEAN対象含）） 
2. 政府の各部局におけるセキュアなIT利用をサポー

トする仕組みの確立 
（ISMS認定、CISRT立上げパイロット実施） 

3. 情報セキュリティ啓蒙活動の改善 
 （広報動画の作成等） 
 

案件の特徴 
 内閣官房情報セキュリティセンター（NISC）、総

務省、経済産業省、JPCERT、JIPDEC他、本邦にて
知見を有する各省・団体と連携 
 

 他ASEAN諸国への広域的連携可能性も視野に入れプ
ロジェクトを実施：全７回 

 （ブルネイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャ   
  ンマー、東ティモールが参加） 
 
 ラオス、東ティモールのインターンシップの受け

入れを実施 

30 



ミャンマー国：通信網改善事業 

案件背景、概要 
 ミャンマーでは、長年の経済制裁下における輸入制
約及び資金不足により、通信インフラの整備が遅れて
おり、通信・情報技術省傘下のミャンマー郵電公社
（Myanmar Post and Telecommunications「MPT」）が
ほぼ独占的にサービスを提供しているが、回線容量の
不足及び高額な利用料等により、2012年現在で固定電
話普及率0.99%（加入者数60.9万人）、携帯電話8.90%
（加入者数544万人）、インターネットの普及率1.07%
と低い水準に留まっている。 
 
・援助形態：有償資金協力（円借款） 
・承諾金額：105億円 
・協力期間：2015年～2020年 
 
プロジェクト目標 
 ミャンマーの通信網を改善することにより、増大する通
信需要に対応する通信能力の向上を図る。 
 
事業概要 

1) 通信網整備（①3都市間の基幹通信網強化、②ヤンゴ
ン市内通信網拡充、③国際関門局強化、④インターネット
接続環境改善及びIPアドレス枯渇対策、⑤ティラワ地域通
信網拡充） 

2) コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工
監理等） 
 

31 



地上デジタル放送導入支援  32 

３．技術協力による支援 

２．有償資金協力による支援 

スリランカ（2014年 9月：交換公文締結） 
・地上波デジタル放送に必要な放送網の整備 
・デジタル放送化移行、規格整備等の技術支援 等 

１．無償資金協力による支援 

モルディブ（2016年10月：交換公文締結） 
・地上波デジタル放送に必要な放送網の整備 
・デジタル放送化移行、規格整備等の技術支援 等 

①中南米諸国への専門家派遣（2009年～）  

・デジタル放送化に必要な計画策定支援 
・技術規格の整備等に関する技術支援 
・緊急警報システムの導入テストの実施 等 
②フィリピンへの専門家派遣（2014年～2019年予定） 

・デジタル放送移行化計画促進のための政策助言 
・緊急警報システムの導入テストの実施 等 
③ボツワナ技術協力プロジェクト（2014年～2016年） 

・デジタル放送化に必要な計画策定支援 
・データ放送等を含む番組制作能力向上支援 等 

ホンジュラス 
（2013年9月方式決定） 

（2014年3月試験放送開始） 

グアテマラ 
（2013年5月方式決定） 

2017年1月時点 

ボツワナ 
（2013年2月方式決定） 
（2013年7月本放送開始） 

スリランカ 
（2014年5月方式決定） 

フィリピン 
（2010年6月方式決定） 
（2015年2月放送開始） 

モルディブ 
（2014年4月方式決定） 

ペルー 
（2009年4月方式決定） 
（2010年3月放送開始） 

チリ 
（2009年9月方式決定） 

（2012年3月試験放送開始） 

ブラジル 

（2006年6月方式決定） 

（2007年12月放送開始） 

エクアドル 
（2010年3月方式決定） 

（2010年3月試験放送開始） 

アルゼンチン 
（2009年8月方式決定） 
（2010年4月放送開始） 

 

 

パラグアイ 

（2010年6月方式決定） 

（2011年8月放送開始） 

 

 

エルサルバドル 
（2017年1月方式決定） 

日本 

(2003年12月開始) 

コスタリカ 
（2010年5月方式決定） 
（2014年5月放送開始） 

ボリビア 

（2010年7月方式決定） 

（2011年9月放送開始） 

ウルグアイ 
（2010年12月方式決定） 

（2012年7月試験放送開始） 

ニカラグア 

（2015年8月方式決定） 

ベネズエラ 

（2009年10月方式決定） 

（2011年6月放送開始） 

日本方式   19 カ国 (日本を含む)   はODAによる支援実施 



JICAの中小企業海外展開支援事業  （株式会社 社会システム総合研究所） 

「ビエンチャン市都市交通改善のための位置情報・交通観測システム普及・実証
事業」 

ビエンチャン市の交通渋滞の解消と公共交通の利用促進を目指し、「バスロケー
ションシステム」（バス50台）と「Wi-Fiパケットセンサーによる交通観測システム」
（市内25か所）を設置。バス公社サーバーでバス位置受発信、ユーザー分析、渋
滞分析による効率化などを実施中。 

33 運輸交通×ＩＣＴ 事業 



JICAと大学との連携  

SATREPS （長崎大学熱帯医学研究所） 

「黄熱病およびリフトバレー熱に対する迅速診断法の開発とそのアウトブレイ
クシステムの開発」 

mSOS (mobile SMS-based disease outbreak alert system) 

携帯電話SMS機能を活用し、国内地方とナイロビ保健省をつなぎ、黄熱病や
リフトバレー熱などの感染症の発生状況を早期に把握し、迅速に対応できるシ
ステムを構築中。 

北部ウガンダ国境 

ブシア地区 コースト地区 

ケニア保健省 

（ナイロビ） 

西部地区 ナイロビ地区 

mSOS 

SMSによる双方向型 

アラートシステム 

末端医療従事者： 
大流行可能性感染症の 

疑いを発見 

リアルタイム（SMS）で 

保健省へ通報 

保健省・地区サーベイランス 

担当者が迅速に対応 

34 保健×ＩＣＴ事業 
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円借款 

JICAウェブサイトで検索可能 

https://www2.jica.go.jp/ja/yen_loan/index.php 

参考情報  

無償資金協力 

JICAウェブサイトで検索可能 

http://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html 

技術協力 

JICAウェブサイト（ナレッジサイト）で検索可能 

http://gwweb.jica.go.jp 

JICA作成報告書 

JICAウェブサイト（図書館）からPDFでダウンロード可能 

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/Index.html 



ICT and Development 

JICA ICT and Development 
https://www.youtube.com/jicaictanddevelopment 

【御活用下さい】 
開発途上国におけるJICAのICT利活用事例をショートビデオで御紹介しています 
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